






















































2 イギリスにおける ｢PFI｣ の誕生
3 イギリスにおける ｢PFI｣ 事業の概要






















































































･融資対象転 輸送 .電気通信 .水路等共同体全体にかかわるインフラ.プロジエ
資料 :日本開発銀行
(出所) 日本開発銀行PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』








































































2 イギリスにおける ｢PFI｣ の誕生





















































事業類型 特 徴 代表事例
独立採算型 民間事業者が自立的に施設の整 クイーンエリザベスⅠⅠ世
-(Financially 備 .運営を行うoコストは利用 有料橋,王立武具博物館,
Free-standing 料金等により回収するo公的部 ヒースロー高速鉄道
Projects) 門は事業許可を与えるのみで,民間 者がリスクを全面的に負う○
サービス提供型 民間事業者が施設の建設 .運営 地下鉄車輪 リー ス,学校,
(SerVicesSold を行うが,公的部門に対しサー 病院,スポーツ施設,刑務
toPublicSec- ビスを提供すること等により, 所
tor) コストは主として公的部門からの収入により回収するo 但し,単純なファイナンス .リー スは認められないo
ジョイント.ベ 官民双方の資金を用レナて施設の 英仏海峡 トンネル連結鉄
(ンチャ-型 整備を行 うが,運営は民間事業 追,都市開発プロジェクト,
(JointVenture) 者が主導するo権利調整等のプワセスを要するものに通用されることが多く,上記2類型よりもリー ド.タイムや投資回収期間 長いo 環状道路線









民間が施設 ･インフラを建設 ･調達し､運営する方式である｡民間事業者の収入は､シャ ドー 料
























































3 イギリスにおける ｢PFI｣ 事業の概要
1 バリュ- ･フォー ･マネー (VFM)の向上




























































































































































































































① DBFO道路 :M1-Alヨー クシャー連絡道路
② 有料橋 :クイーンエ リザベスⅠⅠ世橋 (ダー トフォー ド河橋)
(9 刑務所 .-ブ リジェン ドとファザカー リー
④ 地下鉄 :ノーザン ･ライン
⑤ 情報システム :国民保険記録システム2(NIRS2)
⑥ 建物 :社会保険省
(診 鉄道 :英仏海峡横断 トンネル鉄道
⑧ 学校 :コルフォックス ･スクール (ColfoxSchool)
⑨ 病院 :ダー トフォー ドとグレイブシャム (DartfordandGravesharn)NHSトラス ト
次の図表 8は､イギリスの PFIの事例について､整理 したものである21)0
図表 8 英国 PFIの事例
内 容 英国におけるPFⅠの活用事例





電気通信 ○社会保険システム ｢NⅠRS2｣ ○防衛通信システム
上下水道 ○上下水道
そ の 他基盤施設 電力 ○風力発電 ○廃棄物発電
公共的施 庁舎等 官庁庁舎 ○刑務所文化施設/ 博物館.｢リーズ武具博物館 ○病院 ｢カーデイフ市
類 住宅等 ウェールズ大学病院｣






































































(4) 1926年ポアンカレ法政令と1983年 7月7日法に基づ く ｢地方SEM｣(SEML)(t)



























































5 ｢SEM｣および ｢SEML｣の形態 ･類型化
(1) 目的による分類




(丑 都市整備 ･再開発SEM 178社
② 建設不動産SEM 269社
③ 経営SEM 402社
④ 都市整備 ･再開発 ･建設不動産SEM 136社
G) 都市整備 ･再開発 ･建設不動産 ･経営SEM 85祉
⑥ 都市整備 ･再開発 ･経営SEM 65祉


























































































































































































事業実施に必要 なルール,評価方法,基準等の策定 公的部門 公的部Pl
/事業の企画 公的部Pl 公的部門又は民間部門
事業実施の判断 .決定 公的部門 公的部Pl
･事業の詳細計画の作成 公的部Fl 民間部門(及び公的部門)
入札 .事業者の選定 .決一▲●疋 公的部門 公的部門
設 計 公的部門 民間部門




























































ェイズ (事業推進段階)を､｢計画｣ ｢建設｣ ｢所有｣ ｢管理｣｢運営｣という局面に分け､それぞれの
事業主体について公共部門を ｢官｣と､民間事業者を ｢民｣とに区分して､代表的な官民の協力の






















手 法 事 例 関 連 法 令
汎用スキーム整備型
NTr無利子融資 NTT-A,B,C事業 ｢日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資 の整備 促進 関する特別措置法｣




関空方式 関西国際空港 (第 1期) ｢関西国際空港株式会社法｣
中部国際空港 ｢中部国際空港の設置及び管理に関する法律｣
















名 称 官 民 の 分 担 リ ス ク の 所 在 特 徴
具 体 例 の 名 称 計 画 建 設 所 有 管 理 運 営
公 設 民 営 運営委託 (業務委託) 公 公 公 公 氏 投資回収せず管理運営リスク 公 ･運営費相当額を官より支給民の経営努力のインセンティブに乏しい
管理運営委託Ⅰ 公 公 公 氏 氏 投資回収リスク 公 ･地方自治法244条の2 (利用料金制など)丁施設活(類似-しながわ水族館) 管理運営 民公 用 .経営努力のインセンティブ
管理運営委託ⅠⅠ 公 公 公 氏 氏 投資回収リスク 公民 ･住都公Egの特定公園施設整備事業 (内装備品につい(海の中道海洋生態科学館等) 氏 氏 管理運営 民 ては管理運営者が設置)
管理運営委託ⅠⅠ(一部民間設置) 公 公 公 氏 氏 投資回収リスク 公民 ･-部施設を民が整備し,公共整備部分と一体的に管(浜北サッカースタジアム計画/幕張メッセ) 氏 氏 良 管理運営 民 理運営.
公設寄付方式 公 公 氏 氏 氏 投資回収せず ･公共負担で整備し,私立大学に創立費として寄付(東北芸術工科大学) 管理運営リスク 民 (公共性は教育行政で担保)
公設譲渡方式 公 公 氏 氏 氏 投資回収リスク 民 ･大規模ニュータウン新線建設o鉄建公団が25年割賦(鉄建公団P線スキーム) 管理運営 譲渡o民は投資負担の平準化
公 =計 画 事業コンペ .等価交換方式 公 氏 公 氏 氏 公の資金負担小 ･公有地の借地権設定と公共ホール部分を等価交換 .
氏 -活 力(公有地 (大宮ソニックシティ/アクロス福岡) 氏 氏 民は通常のリスク 区分所有｡管理運営は独立○
土地信託方式Ⅰ 公 氏 公 氏 氏 投資回収リスク 公 ･信託銀行は自らの手数料の増減のリスクはあるが,活用) (ニューメディアプラザ山口-三セク-公) 管理運営 最終的なリスクは委託者に存する
土地信託方式ⅠⅠ 公 氏 氏 氏 氏 投資回収リスク 公 ･信託期間満了後,土地 .施設 .残存債務等もあわせ(新宿モノリスビルほか) 氏 管理運営 民公 て返還 (最終的なリスクは公)○
新借地方式 公 氏 氏 氏 氏 投資回収リスク 民 ･権利金なしで生保借地 .建物建設○収益-(運営費
(氏-生保) 氏 管理運営リスク 民公(フロー収入) ･償却費等)-地代は公に帰属o借地期間満了 :鑑定評価額で公に設渡○
民設公営等 譲渡方式 (BTO)I 公 氏 公 公 公 投資回収リスク 公 ･機動的な資金調達等を目的として民が整備-公に有(東京湾横断道路) 氏 氏 管理運営 償譲渡 (30年割賦販売)○
譲渡方式 (BTO)+寄付方式I 公 氏 公 氏 氏 投資回収リスク 民 ･社会還元事業○公共性担保,税の軽減のため公の無(横浜アリー ナ 氏 管理運営 償訣渡 (45年の専用利用権)
譲渡方式 (BTO)+寄付方式Ⅰ 公氏 氏 公 氏 氏 投資回収リスク 民管理運営 ･公共性担保,税の軽減から公に無償譲渡-専用利用権に基づく運営-投資回収○
譲渡方式 (BTO)+寄付十-部有償譲渡 公氏 氏 公 氏 氏 投資回収リスク 民官管理運営 ･公共性担保等から公に譲渡○投資負担軽減のため一部有償譲渡-専用利用権o
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(4) オペレーター (運営 ･維持管理会社)







































































































図表17 従来のプロジェク トへの融資形態とプロジェク ト･ファイナンスの対比
従来のプロジェクト融資の形態 プロジェクト.ファイナンス












貸付条件等 ･借手との個別相対契約 ･幹事銀行が条件の取 りまとめを行う










































































































































































































































































代に向けた社会資本整備については､｢グローバル化｣ ｢高度情報化 ｣ ｢循環型社会｣ ｢少子高齢化｣
｢個の尊重｣｢コミュニティ｣｢都市再生｣｢フワンティア｣の8つがキーワー ドとなる｡これらのキ













































ある ｢独立採算型｣ ｢ジョイントベンチャー型｣ ｢公共-のサービス提供型｣の3つの概念とよく似
新潟産業大学経済学部紀要 第22号
図表20 キーワードが提示する未来志向の社会資本整備の必要性
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≡瓢 斐~ 公共主体に代わって民間事業毒が施設を整備 .管理す

















































社A7=資本整備の分類 ネットワーク型基盤施設 道路 国,地公体,公団 利用者 (十般道路)租税 △
(幹線道路)料金 ○
鉄道 JR,私鉄,公団 地公休 周辺住民 負担金 ○利用者 料金
蕗湾 国,埠頭公社,民間 周辺住民 租 税 △利用者 (施設部分)料金 ○
空港 国,地公体,公団 利用者 (施設部分)料金 ○インフラ紛 租税 △
電気通信 NTT,KDD,N∝ 利用者 料 金 0"
その他基盤施設 農業基盤 国,地公体 周辺住民 租 税 △
林道.漁港 国,地公休 周辺住民 租 税 △
流通施設 三セク,民間 利用者 料 金 ー ○
電力.ガス 電力.ガス会社 ･利用者 料 金 ○ *2
公共的施 設 庁舎 (国,地公休) (利用者) (料金化) ○文化施設/住宅等 地公休,公団,民間 金
公園/集客施設 国,地公休,民間 利用者 料 金 ○
自然資本 治山.治水 国,地公休 周辺住民 -租 税 △



















































































































































































○官主導 :公的部 Ftl(国, 自治体 )に よ る公募 が
(
(訂整備 ･運 営 主体 が通常 公 的部 門 に限定 され
てい るこ と,② 大規模 な事 業 であ るため リス
クが 高 い こ と等の理 由か ら, 公 的部 門が事 前
に広 範 な情報 を開示 す るこ とが必要｡
【事 業実施 フ■ロセ ス】
実施 方針 (国又 は地 方公 共 団体 が提 示 )
○事 業実施個 所 (収益 性, 費用低 減効 果 等 を
考 庫 の上選 定 )
○ 箇所毎 の詳細 な情報
･自然 条件, 交通 量 の 見通 し
----1--
く廃棄物 (RDF)発電施設)
○ 官民双 方 が それ ぞれ主導す る可j弛一性あ り
① 既 に民 間事 業者 も実施 可能 であ るこ と,(診
小 規模 な事 業 で比較 的 リス クが小 さい こ と等
の理 由か ら. 公 的部 門の一 定 の情報 開示 の下
で, 民 間事 業 者 か らの ア イテ'ア提 案 も可能｡
実施 方針 (国 又は地 方公 共 団が提 示 )
○事 業実 施 筒所
○ 箇所 毎 の詳細 な情報
民 間事 業 者 か らの事 業言十画 の提 出
: 1
事 業 計画 等 の評価
○事 業 計画 の確 実性 (通行 料 金 等 を含.む)
○事 業者 の遂 行 能 力 (経理 的 基礎, 技術 的能
力)
○ 公的支 出の削ま成効 果
事 業者 のi選定
民 間事 業者 か らの事 業計画 の提 出
事 業計 画等 の評価
○事 業計 画 の確 実性
○事 業者 の遂行 能 力 (経理 的 基礎, 技術 的能
力)
○ 公 自勺支 出の削減効 果
○ 外 部 経 済効 果 (環 J亮や 地 域 住 民へ の 景多響
事 業者 のi選定
必要 な支援 策の例
○選 定事 業者 を ｢道路 管理 者｣ と して位 置付
け る
○ 土地 の手 当
○ 税制 措 置, 公 的融 資, 補助 金 寄




○ 官主 導 :公 的部 門に よ る公募 が 中心
①建替え予定地,仕様等の情報は公的部門の
みが保有.(診垂丑設事 業 につ い ては民間事業者
側 もノウハ ウ等 を有 して い るこ とか ら,二 重
の情報 を事 前 に開示 す るこ とに よ り公募 で事
業者 を募 集 可能｡
実施 方 針 (国 又 は地 方公 非 団が提 示 )
○事 業実施 箇所 (建 替 え予 定 地 の 中か ら周辺
地 域 の状 況 等 を考 慮 .検 討 してi選定 )
○ 箇所 毎 の詳細 な情報
･建 替 えの 内容
民間事 業者か らの事 業 計画 の提 出
∫ .
事 業計 画 等の評価
○事 業者 の遂行 能 力 (経理 的基礎 . 技術 的 能
力)
○ コス ト ■(解体 コス ト,建築 コス ト等)
○外 部経 済効 果 (環 境- の影響..都 市機 能 の
事 業 者 のi巽定
必要 な支援 帝 の例
○ 公 的融 資, 税 制措 置, 補助 金
○地 方公 共 団体 に よ る廃棄 物 の供 給保 言正及び■
必要 な支 援 兼 の例
○規制 寿菱和
･容 積率 等土地 の利用 に係 る規制 緩和
○ 資金面 の支援.
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1) 日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』きんざい､平成 10年 11月
2) 上掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』
3) PFIに関する書籍は､現在 10冊以上上梓されている｡｢PFI｣の説明については､いずれの文献でも､
ほぼ同様の説明がなされている｡
4) 井熊均 『PFI一公共投資の新手法-』日刊工業新聞社､平成 10年5月
5) 上掲書､井熊均 『PFI一公共投資の新手法-』
6) 上掲書､井熊均 『PFI一公共投資の新手法-』
7) 石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』日刊工業新聞社､平成 10年 8月
8) 上掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
9) 通産省産業政策局新規産業課監修 『PFI入門- ｢日本版 PFI｣の実現のために- 』 (W商事法務研究会､
平成 10年9月
10) 上掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』
ll) 前掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
12) 上掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
13) 上掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
14) 前掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
15) 前掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIの事業化手法』
16) 上掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
17) 上掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
18) 上掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
19) 前掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』
20) 前掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
21) 前掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』
22) 前掲書､石黒正康 ･小野尚 『PFI:公共事業の新手法』
23) 本稿は､財団法人日本経済研究所の調査報告書､光多長温編 『フランスの混合経済会社 (SEM)につ
いて』僻)日本経済研究所､平成5年3月を引用､要約したものである｡
24) 前掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』
25) 上掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』
26) 上掲書､日本開発銀行 PFI研究会編著 『PFIと事業化手法』
27) 前掲書､『PFI入門- ｢日本版 PFI｣の実現のために-』
28) 上禍害､『PFI入門- ｢日本版 PFI｣の実現のために-』
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